
平成２８年度９月補正予算の概要 

会 計 名 補正前の額 補正額 計 

一  般  会  計 （第２号） 31,054,790 241,686 31,296,476 

介 護 保 険 特 別 会 計 （第１号） 6,525,000 239,266 6,764,266 

（単位：千円） 
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事 業 名 予 算 額 

新規 

待機児童の解消に向けた新たな支援策 4,818万円 

Ｂ型肝炎ワクチンを２歳児まで対象に接種 1,892万円 

手話施策の充実 110万円 

道路照明灯のＬＥＤ化を推進 
70万円 

(10年間8,500万円) 

拡充 

イノシシなどによる農業被害対策 2,525万円 

寄附により歴史資料館・図書館備品を充実 1,200万円 

その他 簡易耐震診断による住宅耐震化を促進 100万円 

 【補正予算の主な内容】 

【補正予算の規模】 

 子育て支援として、市内５か所での小規模保育施設の整備や、Ｂ型肝炎ワクチンを２歳児まで接種対象とするほか、
「三木市共に生きる手話言語条例」に基づき手話通訳を利用しやすい環境を整えるなど、緊急を要する経費について
補正予算を編成しました。 



 ア すべての園において、０～２歳児の入園希望数が増加 
 イ 仕事の都合などで他園区から第１園区への園区を越えての就園が多い。 
 ウ 既存の認定こども園では、現状が続けばスペース的に余裕がない。 

① 現状と課題 

③ 小規模保育施設のメリット 

 ア ０～２歳児の受入れに対応できる 
 イ 将来の子どもの数の減少に応じ、 
   施設を閉じることができる。 

 ア 第１園区全体にわたり、０～２歳児のスペース確保が必要 
 イ 既存の認定こども園では対応できないため、０～２歳児を受け入れる新たな施設の設置が必要 
 ウ しかしながら、将来的には０～２歳児が減少してくることも考慮に入れる必要 

② 対応策 

 小規模保育施設を、市内５か所に設置（Ｈ２９～Ｈ３５） 

小規模保育施設とは、０～２歳児を対
象とし市町村が認可する最大で２２人
（０歳児：４名、１歳児：６名、２歳
児：１２名と想定）就園可能な施設 

事業名 
待機児童の解消に向けた新たな支援策 

（こども未来部就学前教育・保育課、教育企画部教育環境整備課） 
事業費：４，８１８万円 

 ０～２歳児の保育所・認定こども園等への入園希望者が増えてきており、待機児童の解消に向け、市内５か所に小規模保育
施設を設置し、平成２９年度から受け入れを行うなど、新たな支援策を講じます。 
 また、緑が丘認定こども園の整備に当たって、職員駐車場や通用門等を整備します。 
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28年度は 
準備費用として 

1,768万円を補助 



④ 保育料無償化の見直しに伴う市としての支援策（０～２歳児） 

 このほか、平成２９年度からの緑が丘認定こども園の開設に当たって、追加工事等を実施 
 ○ 職員駐車場の整備（1,750万円） 
 ○ 利用者の送迎の利便性を向上するため、園の運動場側から直接入ることができるように 
  通用門とスロープを設置（1,300万円） 
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０～２歳児の完全無償化を 
見送った場合の財源総額 
（年間 ６，９００万円） 

小規模保育施設の設置費用 
（年間 ２，７００万円［上限］） 

在家庭の児童に対し、年間６万円を
支給 （年間 ４，２００万円） 

家庭教育の重要性の啓発などの 
子育て施策の推進 
・公民館で実施している乳幼児学級や児童 
 センター事業の充実 
・公園の遊具等環境の充実 
・一時保育や園庭開放などの充実 
・子育て支援情報の提供 



 全国でＢ型肝炎ワクチン予防接種が平成２８年１０月から定期予防接種となります。 

 国で対象となるのは０歳児のみですが、三木市では、ウィルスのキャリア化（※）の予防に比較的効果があるとされる２歳児ま 

でを全額公費助成の対象とします。 

 （※）キャリア化・・・ウイルスが住みついている（持続的に感染している）状態 

事業費：１，８９２万円 事業名 Ｂ型肝炎ワクチンを２歳児まで対象に接種（健康福祉部健康増進課） 

●接種開始日 
 平成２８年１０月１日～ 

三木市のＢ型肝炎予防接種事業 

●対象者 
 ①定期接種    ０歳児   約５００人（H28.4.1以降に生まれた者） 
 ②市独自助成 １～２歳児 約１，０００人 

●接種回数 
 ３回（０歳児の標準接種時期は、生後２か月・３か月・７～８か月） 4 

●接種費用 
  無料 

三木市では、１～２歳児も 
無料接種の対象とします 

●Ｂ型肝炎ワクチン接種の必要性 
 日本では、Ｂ型肝炎ウイルスの感染者は約１００万人(約１００人に１人)と推定。 
 Ｂ型肝炎ウイルスに感染し、慢性肝炎になると、長期にわたる治療を要し、最悪の場合は肝硬変や肝臓がん 
などの命にかかわる病気を引き起こす。 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwig-ZvTvd3JAhXiGaYKHX9JA8gQjRwIBw&url=https://www.city.gojo.lg.jp/www/contents/1369977639908/index.html&psig=AFQjCNGc21T10TqO7dfgmeqX09GpbHB6DA&ust=1450255681163331
http://2.bp.blogspot.com/-EAtQ2wtajU4/VsGsRk6Cm-I/AAAAAAAA3-o/MKF2qMOgsZw/s800/medical_yobou_chuusya_baby.png
http://3.bp.blogspot.com/-NTffizXGRJs/UxbLkZ_KsbI/AAAAAAAAeA0/EV4XDikEzw0/s800/pet_inu_chuusya.png
http://4.bp.blogspot.com/-neLgv1W9L8s/VWPv6YqfLFI/AAAAAAAAtvg/12qT2eFltvM/s800/medical_kaigyoui.png


事業名 手話施策の充実 （健康福祉部障害福祉課） 事業費：１１０万円 

 市では平成２７年４月に「三木市共に生きる手話言語条例」を制定し、様々な手話普及策に取り組んでいます。 

 この度、市の窓口などにおいて手話によるコミュニケーション環境を整備するため、タブレット端末を活用した手話通訳サービ 

スの導入や、職員の手話技術の習得を進めます。 

タブレット端末による手話通訳サービスの導入 職員の手話技術の習得 

 
 
●事業内容 

 手話通訳者を配置していない市の公共施設において、
タブレット端末を設置し、インターネットテレビ電話シ
ステムによる手話通訳を実施。 
 
 
 
 
●タブレット設置場所（１５か所） 

 本庁障害福祉課、吉川支所、吉川健康福祉センター、
市立１０公民館、総合保健福祉センター、市民活動セン
ター 
 
 
 
 
●その他 

 地震等の災害時において、聴覚に障がいのある方が福
祉避難所などに来られた場合にも、タブレット端末を活
用することでコミュニケーションが可能となる。 

 
 
●事業内容 

 市職員が率先して手話技術を習得し、聴覚に障がいが
ある方への窓口サービスの向上のため、週１回（２時間
程度）の研修会を実施 
 
 
 
 
 
 
 
●目標とするレベル 

 全国手話検定４級～５級程度 
 （手話学習１年程度のレベル） 
  

事業費：５７万円 事業費：５３万円 
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http://1.bp.blogspot.com/-tR-eEGdYkY0/VAlNbccOQ4I/AAAAAAAAmFY/d-7PH8Fs-uo/s800/syuwa.png
http://2.bp.blogspot.com/-KwGSRNHzsVA/UbVvOo58z5I/AAAAAAAAUsc/y2sh_GfnPQ8/s800/computer_wireless.png
http://1.bp.blogspot.com/-oy9wYKYwarw/VoX5Tz1iedI/AAAAAAAA2UE/3C7gxxjTQj4/s800/job_syuwa_tsuuyaku.png
http://3.bp.blogspot.com/-V7cCnffuxU4/VA7mMxWvgQI/AAAAAAAAmMU/P44jXqj67Fs/s800/benkyoukai_kunrenkou.png


 道路照明にＬＥＤ照明を導入し、二酸化炭素排出量の削減を図ることにより、環境にやさしいまちづくりをめざすとともに、 
電気料金などの維持管理経費の削減も進めます。 
 環境省の「地域におけるＬＥＤ照明導入促進事業」が採択されたことを受け、平成２９年３月供用開始に向けて市内の道路 
照明のＬＥＤ化を進めます。 

事業名 道路照明灯のＬＥＤ化を推進（まちづくり部道路河川課） 事業費：７０万円 
（10年間８，５００万円） 

〈参考〉三木市の道路照明年間維持費の差額（推定） 

 H27維持費 

（電気代＋修繕） 
ＬＥＤ化後 

(電気代＋リース料) 
差 額 

1,880万円 1,350万円 
530万円/年の 
経費削減 

 

●ＬＥＤ照明は、消費電力が約１／３、 

  耐用年数は５倍となることから、 

  メンテナンス経費を軽減 

●消費電力の低減により、 

  二酸化炭素排出量削減 

効 果 

事業内容 項目 
Ｈ２８ 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
１０月 

 
１１月 

 
１２月 

Ｈ２９ 
１月 

 
２月 

 
３月 

●公募申請、事業者決定 

●ＬＥＤ照明導入に
係る調査、導入計
画策定 

契約 

準備、現地調査、データ整理、
照明導入計画策定 

●ＬＥＤ照明導入 

契約 

ＬＥＤ照明取り付け工事、電
力会社契約変更 

●リース開始 

道路照明灯ＬＥＤ化のスケジュール 
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ＬＥＤ化で 
二酸化炭素（Ｃｏ２） 
約７～８割削減！ 

10年間で5,300万円
の経費削減！ 



 増加傾向にある有害鳥獣（イノシシ・シカ等）による農業被害防止のため、昨年に策定した１０年計画に基づき、国庫補助 
事業を活用しながら侵入防止柵の設置事業を進めています。 
 今年度は５地区から要望があり、いずれの地区も緊急性が高いため、当初の計画を前倒しし、早期に事業を推進します。 

事業名 イノシシなどによる農業被害対策（豊かなくらし部農業振興課） 事業費：２，５２５万円 

［２８年度の事業内容］ 

○拡充内容 
 今年度に設置要望があり、緊急性が高
い５地区全てに対応するため、国に採択
された２地区分に市費を上乗せして実施
します。 

○今年度事業内容 
 実施地区：５地区 
 事 業 費：3,600万円 

○補正額 

 2,525万円 
  国費分： 256万円 
  市費分：2,269万円 

 地元の要望と、被害拡大防止への緊急性を踏まえ、当初計画で予定していた
「業者設置」の一部を「集落設置」に組替えて、当初計画（10年間）を１年前倒し 
（9年間）で実施 

※業者設置より単価の低い集落設置の要望が多くなっており、これに合わせ 
 て計画を見直したため、事業費は減少しているが、設置延長は変更なし。 

※（ ）内は当初計画からの増減 

計画 
年数 

設置延長 事業費 
財源負担内訳 

国・県 市 地元集落 

１０年 

５０km 
 

うち 
業者設置20km 
(地元負担あり) 
集落設置30km 
(地元負担なし) 

1億7,300万円 

1億2,200万円 
 

国：1億1,800万円 
県：     400万円 

3,500万円 1,600万円 

【当初計画（１０年間）】 

【前倒し後（９年間）】 

事業費 
財源負担内訳 

国・県 市 地元集落 

1億7,300万円 1億2,200万円 3,500万円 1,600万円 

事業費 
財源負担内訳 

国・県 市 地元集落 

 
1億6,300万円 
(▲1,000万円) 

設置延長変更なし 

1億900万円 
(▲1,300万円) 

4,400万円 
(＋900万円) 

1,000万円 
(▲600万円) 

地元の要望を踏まえ当初計画の 
業者設置分の一部を設置単価が 
低く、100%国負担の集落設置に 
組み替えたことで、全体事業費は 
減少し、前倒しによる市費全体で 
の増加は900万円となります。 
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○業者設置が集落設置に振り替わることで、設置単価が低くなり、事業費が減少 
○集落設置を行うことで100％国補助となるため、今年度、国に採択された事業 
  費に市費を上乗せ（拡充）しても、市の負担は900万円の増加に抑制 

設置形態 設置単価 負担割合 

業者設置 5,430円/m 
国50% 県3.5%  
市31.5% 地元15% 

集落設置 2,150円/m 国100% 

⇒
 



 

〇図書館専用の公用車を購入 
  図書館専用の公用車を購入し、中央・青山・
吉川図書館間で、返却本やリクエスト本の配送
業務に活用し、利用者のニーズに応じます。 
 
 
 
 
 

〇図書を購入 
  昨年の中央図書館開館後、図書館の貸出冊数
及び利用者実績が増加していることから、更な
る図書の充実を図ります。 
 

 

〇展示ケースを購入 
  気密性が高く、温湿度の変化が少ない安定した
展示ケースを設置し、展示物の劣化、褪色、害虫
などから貴重な歴史的・文化的資料を保護し、展
示します。 
 

 
 
 

 

〇三木城関係の古地図を購入 
 三木城や三木合戦の様子が描かれている希少価
値の高い江戸時代の古地図を購入します。 
 

 

事業名 
寄附により歴史資料館・図書館備品を充実 
（教育企画部文化スポーツ振興課・図書館） 

事業費：１，２００万円 

みき歴史資料館 

１，０５０万円 
図書館 

１５０万円 

 このたび、市民の方から、みき歴史資料館と図書館の充実のための寄附金をいただきましたので、有効に活用させていた 
だきます。 
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事業名 簡易耐震診断による住宅耐震化を促進（まちづくり部建築住宅課） 事業費：１００万円 

 昭和５６年以前の旧耐震基準で建てられた住宅について、市が無料で「簡易耐震診断員」を派遣して調査・診断を行う制度
を設けているところですが、熊本地震による市民の防災意識の高まりや、今年度から高齢者等の住宅改造の助成を受ける際
に耐震診断の実施が補助要件となったことなどによる耐震希望者の増加に対応します。 

●制度の概要 
 
 
 
 
 
●簡易耐震診断申込件数 

 昭和５６年５月３１日以前に着工された旧耐震基準で建てられた住宅について、市が無料で簡易耐震診断員を派

遣して調査・診断を実施 

（平成27年）4月: 2件、5月:3件  合計 ５件 

約４倍に増加 
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（平成28年）4月:13件、5月:6件  合計１９件 

 【増加要因】 

○熊本地震による市民の防災意識
の高まり 

○今年度から、高齢者等の住宅改
造助成を受ける際に、耐震診断の
実施が補助要件に追加 

耐震診断を一層推進し、地域の防災力を強化 

http://4.bp.blogspot.com/--awL4l2WgTs/Vycd5aHhltI/AAAAAAAA6Sw/agHa2hPfixcSZCK4sXpiMLVS_lRkXMJeQCLcB/s800/jitsudai_taishin_jikken.png
http://1.bp.blogspot.com/-zof-oVrI5Qw/UZSsl_AAhRI/AAAAAAAAS38/NbJ7PubIwNY/s800/jishin_house.png
http://2.bp.blogspot.com/-m--8NuPkleY/UZSsj9oxXKI/AAAAAAAAS3E/YbsWHHsQI_U/s800/bousai_boy2.png
http://3.bp.blogspot.com/-BssRmyfUVdI/UZSsktHi9xI/AAAAAAAAS3c/HFfPGUA7aRs/s800/bousai_girl2.png
http://2.bp.blogspot.com/-ySimyBoOL8w/VOPwvRBG0XI/AAAAAAAArjQ/two1i3atEyw/s800/house_kekkan_jutaku.png

